仕 様 書
１　導入目的
本市議会においてペーパーレス会議を進めるにあたり、ペーパーレス化の一環としてタブレット端末を導入し、作業効率の向上を図る。
２　契約方法及び借入期間
（１）契約方法地方自治法第２３４条の３の規定による長期継続契約とする。
（２）履行期間　契約締結日の翌日から平成３１年４月３０日まで。ただし、契約締結日の翌日から平成２８年１月３１日までを準備期間とし、無償（ユニバーサルサービス料を除く）とする。
（３）賃借期間は、平成２８年２月１日から平成３１年４月３０日まで。
３　賃借台数　３０台
次に記載した機器を納入すること。
【機器仕様】
	メーカー
	Apple Japan

	型番
	iPad Pro 128GB (Wi-Fi+Cellularモデル)

	契約形態
	賃貸借契約

	保守オプションサービス
	「４　保守・修理対応」のとおりとする。

	対応OS
	iOS9.2

	通信機能
	Wi-Fi(802.11a/b/g/n/ac)

日本国内で提供されている3G/LTE回線が使用できること。
Bluetooth4.2に対応していること。

	記憶容量
	128GB

	色
	ゴールド又はシルバー。全て同一色とすること。

	CPU
	Apple Ａ9Ⅹ
Ｍ9モーションコプロセッサ

	画面サイズ
	12.9センチ

	重量
	本体のみで723g

	解像度
	2,732x2,048ピクセル

	連続3G通信時間
	最大９時間

	連続Wi-Fi通信時間
	最大１０時間

	アプリケーション
	アプリケーションストアからは、ハードウェアメーカーにより審査されたアプリケーションのみがインストールできること。

	付属品
	電池パック、充電器などのタブレット端末を利用する上で備えるべき物品は付属すること。


４　保守・修理対応（保守オプションサービス）
（１）端末保守受付は、法人専用ヘルプデスクを用意すること。受付時間は、概ね９時から２０時までの１１時間以上とし、３６５日の受付体制を確保すること。エンドユーザからの問い合わせも受け付けるものとする。
（２）故障時の対応は速やかに行うものとする。端末保守オプションにより、故障・紛失時に無償で新品と交換を行うこと。(紛失時の無償交換は１台につき半年に1回とする。) 

（３）初期不良による不具合が発生した機器については、新品と交換すること。なお、不具合の発生した当初の機器については発注者の情報を消去した後に受注者に返却する。
５　キッティング
無償で行える設定範囲において発注者と作業内容を協議のうえ作業を行うこととする。
６　入札金額
（１）入札金額は、タブレット端末を３９か月間(平成２８年２月１日から平成３１年４月３０日まで)使用するための経費（別紙内訳書）を合算した額とする。 

（２）入札金額には、消費税及び地方消費税は含まない。
（３）入札金額の内訳書を別に作成すること。
７　納品
（１）納品場所　安城市役所北庁舎５階　議会事務局　議事課
（２）納品期限　平成２８年１月２９日
（３）想定納品物
発注者が想定している納品物については次のとおり。その他必要と思われる成果物に関しては作成した後、納品を行うこと。
ア　納品時の確認作業結果報告書
イ　運用手順書
ウ　ＭＡＣアドレス、コンピューター名、ライセンス対照表
受注者が決定した後に、発注者と打ち合わせをした上で内容を決定すること。
エ　納品物付属書類
該当のコンピューター名が分かるようにして、コンピューター名順にバインダー等に綴ること。
（４）運搬方法
施設にタブレット等を運搬及び回収する際は、梱包し取扱いに十分注意し行うこと。
（５）納品時確認作業
ア　インターネットの接続確認
イ　プリンターの印刷確認（テストプリント）
（６）作業場所
納品作業場所は安城市役所北庁舎５階議会事務局とする。作業場所を納品前に確認する場合は発注者へ申し出ること。
８　基本操作研修
納入機種の基本的な操作研修を本市の会議室で約２時間程度約３０人対象に行うこと。ただし、有償の場合は入札金額のタブレットｉＰａｄ　Ｐｒｏレンタル料に含めること。
９　その他
（１）納品物の梱包材は、受注者が回収、処分すること。
（２）機器の搬入の際、安全管理について発注者と十分に協議し、事故のないよう注意すること。
（３）受注者は、導入後も引き続き利用支援サービスを行うこと。
（４）その他、本仕様書に記載のない事項については、発注者と協議のうえ決定すること。
１０　その他特記事項
（１）本仕様書における、不明な点については発注者に確認のうえ、その指示に従うこと。
（２）本市は、環境の保全及び創造に向けて率先して行動し、環境に配慮した自治体をめざすとともに、総合計画及び環境基本計画のめざす都市像である「市民とともに育む環境首都･安城」の実現を図っているため、受注者においてもできる限り環境に配慮して業務を執行すること。
